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（午前９時30分受付開始）

場　所
大阪市北区西天満３丁目２番17号
当社大阪本店ビル５階会議室
（末尾「株主総会会場ご案内図」ご参照）
開始時間及び開催場所が昨年と異なりますのでご注意ください。

※新型コロナウイルス感染症の影響により、会場を変更する場
合には当社ウェブサイトにてご案内いたします。
当社ウェブサイト（https://www.kfc-net.co.jp/）

表紙



＜新型コロナウイルス感染症対策に関するお知らせ＞
　第57回定時株主総会を開催するにあたり、誠に恐縮ではございますが、株主様におかれま
しては以下のことをお願いいたしたく存じます。
○ 株主様の安全確保及び感染拡大防止のため、本年度は可能な限り書面またはインターネット

等による議決権の事前行使をお願い申しあげます。
○ 株主総会へご出席を検討されている株主様は、当日までの健康状態にご留意いただき、体調

がすぐれない方は、株主総会へのご出席を見合わせることもご検討ください。
○ ご出席いただける株主様におかれましては、検温などによりご自身の体調をお確かめい

ただき、かつマスク着用などの感染予防の措置にご配慮いただいたうえ、ご来場賜ります
ようお願い申しあげます。

○ 会場受付にて検温・手指のアルコール消毒を実施させていただく場合がありますので、
ご協力のほどよろしくお願い申しあげます。また、上記の対応により、他の株主様への感
染予防のために、入場の制限などの措置を講じさせていただく場合がございます。

○ 本年の株主総会の開始時刻は、午前10時（受付開始：午前９時30分）となります。
 会場は昨年とは異なり、当社大阪本店ビル５階会議室となりますのでご注意願います。

○ 当日ご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
○ ソーシャルディスタンス（社会的距離）を確保するため前後左右に余裕を持った座席配

置といたします。そのため、ご来場されても充分なお席が確保できない可能性がございま
す。万が一お席がご用意できない場合、何卒ご容赦いただきますようお願い申しあげま
す。

○ 感染症の予防措置として、運営スタッフもマスクを着用させていただきますので、ご理
解くださいますようお願い申しあげます。

○ 今後の状況により、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合には、以下の当社ウェブサイ
トにてお知らせいたします。

　当社ウェブサイト　：　https://www.kfc-net.co.jp/

　なお、当社といたしましては、現時点での感染状況が一日も早く収束し、以上の態勢をとるこ
となく株主総会運営に専心できることを心より望んでおります。
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証券コード　3420
2021年６月２日

株 主 各 位
大阪市北区西天満３丁目２番17号

代表取締役社長 髙 田 俊 太
第57回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第57回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面または電磁的方法（インターネット等）により議決権を行使し
ていただくことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2021年６
月17日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいますよう、お願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月18日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区西天満３丁目２番17号

当社大阪本店ビル５階会議室
（末尾「株主総会会場ご案内図」ご参照）
開始時間及び開催場所が昨年と異なりますので、ご注意ください。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第57期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告の内容、連

結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件

２．第57期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類の内容報告
の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金の処分の件
取締役９名選任の件
監査役３名選任の件
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４．招集にあたっての決定事項（議決権行使のご案内）
(1) 議決権行使書用紙において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示を

されたものとしてお取り扱いいたします。
(2) インターネット等により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使

を有効なものとしてお取り扱いいたします。
(3) 議決権行使書用紙とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、到着日

時を問わず、インターネット等による議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたしま
す。

(4) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人とし
て株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりま
すのでご了承ください。

(5) 議決権の不統一行使をされる場合は、株主総会の日の３日前までに議決権の不統一行使を
行う旨とその理由を書面により当社にご通知ください。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の記載事項を修正する必要が生じた場合
は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（https://www.kfc-net.co.jp/）に掲載
いたしますのでご了承ください。

◎本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び定款第15条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.kfc-net.co.jp/）に掲載して
おります。
① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項」及び「業務の適正を確保

するための体制の運用状況の概要」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

　なお、これらの事項は、監査役が監査報告を作成するに際して監査した事業報告並びに監査役及び
会計監査人が監査報告又は会計監査報告を作成するに際して監査した連結計算書類及び計算書類に
含まれております。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげま
す。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

郵送で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、切手を貼ら
ずにご投函ください。

次ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2021年６月18日（金曜日）
午前10時

（受付開始：午前９時30分）

2021年６月17日（木曜日）
午後５時30分到着分まで

2021年６月17日（木曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２～３号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力
する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

※操作画面はイメージです。

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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事　　業　　報　　告
( 2020年 4 月 1 日から

2021年 3 月31日まで )
１．企業集団の現況に関する事項

⑴　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響により、
急速な悪化を余儀なくされました。その後の段階的な経済活動の再開とともに持ち直しの動きが
みられましたが、大都市圏を中心に緊急事態宣言が再発出されたことなどにより、未だ本格的な
回復には至っておらず、依然として先行き不透明な状況が続いております。
　当社グループの関連する建設業界におきましては、輸入の停滞による建設資材の不足や価格高
騰、慢性的な人手不足などの問題に加え、新型コロナウイルス感染症の影響により民間の建設投
資が大幅に減少するなど、厳しい経営環境が続いております。
　このような状況のもと当社グループは、公共事業を中心とした政府建設投資の需要に確実に応
えるため、需要先のニーズを的確に捉えた技術提案型営業を推進し、商品の拡販と建設工事の受
注に努めてまいりました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は、277億98百万円（前期比2.3％減）で、その内訳は、
商品売上高が102億93百万円（前期比9.7％減）、完成工事高は175億４百万円（前期比2.6％
増）となりました。
　収益面につきましては、売上高は減少したものの、前期に引き続き原価低減の取り組みを行っ
たことなどにより、連結経常利益は33億95百万円（前期比11.3％増）、親会社株主に帰属する
当期純利益は23億６百万円（前期比9.7％増）となりました。
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　次に部門別の売上高は以下のとおりであります。

〔ファスナー事業部門〕
　付加価値の高い「金属系あと施工アンカー」をはじめとする建設資材販売は順調に推移いたし
ましたが、民間を主体とする建築耐震工事の延期や、土木耐震工事の発注の遅れから完成工事高
は減少し、売上高は90億71百万円（前期比5.6％減）となりました。

〔土木資材事業部門〕
　西日本地域においては主要商品であるロックボルトの販売は前期と同水準で推移いたしました
が、東日本地域ではプロジェクトの終了や着工の遅れなどの影響で販売数量が減少し、またトン
ネル補修工事も発注の遅れが発生したことにより、売上高は64億41百万円（前期比16.1%減）
となりました。

〔建設事業部門〕
　当社の得意とする環境対策工事において大型元請物件が一部竣工したほか、トンネル補修・補
強工事や橋梁補修工事で大型物件を受注いたしました。建設資材販売においては、新東名高速道
路の設備工事に付随した「フェイルセーフシステム（取付物落下防止対策商品）」の売上が堅調
に推移し、売上高は122億85百万円（前期比10.0％増）となりました。

⑵　設備投資及び資金調達の状況
　当連結会計年度中に当社グループが実施いたしました設備投資総額は、２億３百万円となりま
した。その主なものは、機械装置及び運搬具並びにソフトウェアの増加によるものであります。
また、資金調達につきましては、金融機関からの経常的な借入れにより調達いたしました。
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⑶　財産及び損益の状況の推移

期　　別 第　54　期
2018年3月期

第　55　期
2019年3月期

第　56　期
2020年3月期

第　57　期
2021年3月期

売 上 高(千円) 25,716,166 24,674,005 28,459,165 27,798,445

営 業 利 益(千円) 2,610,302 2,237,618 2,983,238 3,297,070
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益(千円) 1,762,520 1,562,779 2,103,650 2,306,716

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 239円48銭 212円34銭 285円83銭 313円43銭

総 資 産(千円) 23,445,186 23,777,212 24,706,598 26,555,879

純 資 産(千円) 13,214,616 14,215,435 15,853,993 18,108,816

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,794円77銭 1,930円96銭 2,153円20銭 2,458円84銭

（注）１．「１株当たり当期純利益」は期中平均発行済株式総数、「１株当たり純資産額」は期末発行済株式総
数に基づきそれぞれ算出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式総数はい
ずれも自己株式を控除して算出しております。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を第55
期の期首から適用しており、第54期に係る総資産の数値については、当該会計基準を遡って適用した
後の数値となっております。
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⑷　対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症の拡大による国内外の経済への影響

は計り知れず、先行きは不透明な状況であります。

一方、建設業界におきましては、リニア新幹線などの大型プロジェクト、インフラ補修など建

設需要拡大の動きが継続することが見込まれ、堅調な受注環境が続くものと考えられます。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症が及ぼす影響は建設業界においても見通すことがで

きず、さらに少子高齢化に伴う人材不足、若年労働者の確保や働き方改革による労働環境の多様

化など多くの課題を抱えている状況にあり、事業環境をめぐる見通しは例年以上に不透明となっ

ております。

このような状況のなか、2022年３月期は「ケー・エフ・シーグループⅡ期中期経営計画（2021

～2023年度）」の初年度にあたり、「収益力の向上」「技術・開発力の強化」「働き方改革」

「経営基盤の再構築」を基本戦略として重点的に取り組み、いかなる市場環境においても影響を

受けない真の企業力を築いてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあ

げます。

－ 9 －
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⑸　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

アールシーアイ株式会社 74,000
千円

100.0
％

建設工事の設計・施工

唐山日翔建材科技有限公司 7,052
千人民元

72.2
％

トンネル支保材の製造・販売

（注）当社は、2021年３月15日付にて、唐山日翔建材科技有限公司の株式を追加取得しております。

－ 10 －
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⑹　主要な事業内容（2021年３月31日現在）
　当社グループは、各種あと施工アンカー類の販売・施工、トンネル支保材の製造・販売、防水
シートの販売、並びに道路、鉄道及び建築物関連各種工事の設計・施工を主な事業として行って
おります。
　部門別の主な営業活動は次のとおりであります。

ファスナー事業部門
①各種「あと施工アンカー」類の販売・施工

②鋼材及び各種金物の製作・販売

③耐震関連資材の販売

④建築物等の耐震関連工事の設計・施工

⑤道路及び鉄道橋脚等の耐震関連工事の設計・施工

⑥ポリニットロープ等止水材及びドリル等電動工具類の販売

土木資材事業部門
①ロックボルト等トンネル支保材の製造・販売

②ドライモルタル等ロックボルト用定着剤の販売

③トンネル用防水シート及び附属品並びに溶着機等施工機械の販売

④ウレタン注入剤等トンネル用岩盤固結剤及び注入機等施工機械の販売並びにレンタル

⑤遮水シート、防水シートの輸入販売、設計、施工

建設事業部門
①トンネル内装及び耐火工事及び遮音壁設置工事等の環境工事の設計・施工

②防護柵設置工事及び落下物防止工事等安全施設工事の設計・施工

③トンネル補強工事及びビル外壁補修工事等リフレッシュ工事の設計・施工

④トンネル内照明及び防災等設備工事並びに橋梁部設備関連工事の設計・施工

⑤上記工事に関連する建設資材の販売

－ 11 －
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⑺　主要な営業所(2021年３月31日現在）

当　　社

１．本 店 大阪市北区西天満３丁目２番１７号
２．東 京 本 社 東京都港区芝公園２丁目４番１号
３．営 業 拠 点 東北(仙台市泉区)　横浜（横浜市都筑区）

静岡（静岡市駿河区）　名古屋（名古屋市東区）
岡山（岡山市北区）　中国（広島市南区）　福岡（福岡市博多区）

４．流通センター 大阪流通センター　（大阪府富田林市）
関東流通センター　（埼玉県加須市）

子　会　社
アールシーアイ株式会社

１．本 店 大阪市北区西天満３丁目２番１７号
２．東 京 本 社 東京都港区芝公園２丁目４番１号

唐山日翔建材科技有限公司

本 社 工 場 中国 河北省唐山市

－ 12 －
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⑻　従業員の状況（2021年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

286名 ＋４名
②　当社の従業員の状況
区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

男 性 215名 △2名 42.6才 15.1年

女 性 48 ＋4 37.8 13.3

合 計 又 は 平 均 263 ＋2 41.8 14.8

（注）１．出向者１名（男性１名）を含んでおります。
２．参与、顧問、嘱託、臨時雇用者は含んでおりません。

⑼　主要な借入先（2021年3月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 300,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100,000千円

－ 13 －
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２．会社の株式に関する事項（2021年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 18,970,000株

⑵　発行済株式の総数 7,378,050株

⑶　株主数 1,628名

⑷　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

髙 田 信 子 784,000 株 10.65 ％

積 水 樹 脂 株 式 会 社 777,000 10.56

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 400,100 5.43

髙 田 俊 太 396,300 5.38

ケ ー ・ エ フ ・ シ ー 取 引 先 持 株 会 383,600 5.21

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 325,000 4.41

デ ン カ 株 式 会 社 200,000 2.71

株 式 会 社 中 外 精 工 174,700 2.37

エ ム エ ス テ ィ 保 険 サ ー ビ ス 株 式 会 社 150,000 2.03

生 田 明 男 126,000 1.71
（注）１．持株比率は自己株式（18,512株）を控除して算出しております。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は2020年７月27日にＪＴＣホールディングス株式会社
と資産管理サービス信託銀行株式会社と合併し、株式会社日本カストディ銀行に商号変更しておりま
す。

３．会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役（2021年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長(兼)執行役員社長 髙 田 俊 太 営 業 管 掌

常 務 取 締 役 (兼 )常 務 執 行 役 員 堀 口 康 郎
コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 委 員 長
管 理 管 掌 （ 兼 ） 経 理 ・ 財 務 担 当
（ 兼 ）  経  営  企  画  室  長

常 務 取 締 役 (兼 )常 務 執 行 役 員 羽 馬 　 徹 技 術 部 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 大 平 康 史 フ ァ ス ナ ー 事 業 部 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 石 原 　 淳
土 木 資 材 事 業 部 長
（ 兼 ） 東 京 土 木 営 業 部 長
唐山日翔建材科技有限公司執行董事

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 稲 葉 　 朗 総 務 部 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 石 田 裕 宗 建 設 事 業 部 長

社 外 取 締 役 佐 野 　 裕 株 式 会 社 思 文 閣 専 務 取 締 役

社 外 取 締 役 中 　 桐 　 万 里 子
株 式 会 社 W O W  H o l d i n g s 社 外 取 締 役
公 益 社 団 法 人 大 日 本 報 徳 社 参 事
学 校 法 人 報 徳 学 園 理 事

常 勤 監 査 役 米 田 元 彦

社 外 監 査 役 五 島 　 洋
弁護士法人飛翔法律事務所代表社員
株 式 会 社 ケ シ オ ン 社 外 監 査 役
株式会社レイアパートナーズ社外監査役

社 外 監 査 役 渡 部 靖 彦
ひ び き 監 査 法 人 代 表 社 員
株式会社エムケイシステム社外監査役
学 校 法 人 立 命 館 監 事

（注）１．2021年４月１日付の取締役の担当業務の変更により、堀口 康郎氏は常務取締役（兼）常務執行役員
コンプライアンス委員会委員長 管理管掌（兼）経理・財務担当（兼）経営企画部長となりました。

２．2021年４月１日付の取締役の担当業務の変更により、石原 淳氏は取締役（兼）執行役員 土木資材事
業部長となりました。

３．当社は社外取締役 佐野 裕氏及び中桐 万里子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。

４．当社は社外監査役 五島 洋氏及び渡部 靖彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。
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５．社外監査役 五島 洋氏は弁護士の資格を、社外監査役 渡部 靖彦氏は公認会計士の資格をそれぞれ有し
ており、企業法務及び財務会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

６．取締役を兼務しない執行役員の氏名及び担当業務は、次のとおりであります。
(2021年６月２日現在）

役 職 氏 名 担 当
執 行 役 員 村 井 良 和 建 設 事 業 部 副 事 業 部 長
執 行 役 員 千 足 裕 一 営 業 企 画 部 長
執 行 役 員 田 村 知 幸 フ ァ ス ナ ー 事 業 部 副 事 業 部 長

⑵　当事業年度中の取締役及び監査役の異動等
①　取締役の退任

　2020年６月19日開催の第56回定時株主総会終結の時をもって、取締役 森田 実氏、御庄 俊
式氏は任期満了により退任されました。

②　取締役の就任
　2020年６月19日開催の第56回定時株主総会において、石原 淳氏、稲葉 朗氏、石田 裕宗氏
は、取締役に新たに選任され、それぞれ就任いたしました。

⑶　責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契
約を締結できる旨を定款に規定しており、各社外取締役及び各監査役との間で責任限定契約を締
結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役又は監査役が、その職務を行うにつき
善意で重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑷　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社及び国内子会社（アールシーアイ株式会社）の取締役及び監
査役（当事業年度中に在任していたものを含む）、執行役員及び管理職従業員を被保険者とする、
会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しており、
保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員及び管理職従業員が、その職務の執行
に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損
害を当該保険契約により保険会社が填補するものであり、１年毎に契約更新しております。

－ 16 －
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　なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の
免責事項としており、また、填補する額について限度額を設けることにより、当該役員の職務の
執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。
　次回更新時には同内容での更新を予定しております。

⑸　取締役及び監査役の報酬等
①当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
（ 百 万 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ）
対 象 と な る
役員の員数（名）基 本 報 酬 業 績 連 動

報 酬 等
非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

172
（7）

127
（7）

44
（0）

－
（－）

11
（2）

監 査 役
（うち社外監査役）

18
（9）

16
（8）

2
（0）

－
（－）

3
（2）

合 計
（うち社外役員）

190
（16）

143
（15）

47
（1）

－
（－）

14
（4）

（注）１．上記には、2020年６月19日開催の第56回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名を含ん
でおります。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まれておりません。

②業績連動報酬等に関する事項
　業績連動報酬等にかかる業績指標は連結営業利益であり、その実績は32億97百万円であり
ます。当該指標を選択した理由は、当社グループの業績等に対する貢献度を客観的に示すもの
であることから、当該指標を選択しております。

③取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の金銭報酬の額は、1996年３月28日開催の第31回定時株主総会において年額４億
50百万円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない）。当該株
主総会終結時点の取締役の員数は、18名です。
　監査役の金銭報酬の額は、1996年３月28日開催の第31回定時株主総会において年額45百
万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。

④役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月15日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかか
る決定方針を決議しております。
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　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決
定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該
決定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

イ．基本方針
　ケー・エフ・シーグループが持続的な成長を図っていくために、業績拡大及び企業価値
向上に対する報奨として有効に機能することを目指す。

ロ．基本報酬及び業績連動報酬等に関する方針
固定報酬である「基本報酬」及び業績連動報酬である「賞与」で構成する。
(1) 基本報酬
　同業他社及び同規模の企業と比較の上、業績に見合った水準とし、責任及び役割に応じ
て決定し、毎月金銭にて支給する。
(2) 賞与
　連結営業利益を指標とし、この利益の額に所定の係数を乗じた額を基礎とし、経営の意
思決定と管理監督を担う役付取締役及び社外取締役については、ケー・エフ・シーグルー
プの業績等に対する貢献度に基づき各事業年度末に金銭にて支給し、所属セグメントや部
門からケー・エフ・シーグループの業績等への貢献を担う取締役（役付取締役及び社外取
締役を除く）については、各取締役が所属するセグメントや部門におけるケー・エフ・シ
ーグループの業績等に対する貢献度に基づき、毎年6月と12月に金銭にて支給する。

ハ．報酬等の決定に関する事項
　取締役会は、取締役の報酬等について、代表取締役に再一任する。代表取締役は、取締
役会から一任された範囲内で基本報酬及び賞与を決定する権限を有する。報酬の決定に際
しては、同業他社及び同規模の企業との比較や各取締役のケー・エフ・シーグループの業
績等への貢献度の評価を行い、役付取締役と協議の上、決定を行う。なお、取締役の報酬
等については、株主総会により決議された範囲内とする。

⑤取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針に基づき、代表取締役 髙田 俊
太氏に対し各取締役の基本報酬の額及び業績等への貢献度を踏まえた賞与の評価の決定を委任
しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の業績等への貢献度
について評価を行うには代表取締役が適任と判断したためであります。なお、委任された内容
の決定にあたっては、役付取締役と協議の上、決定しております。
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⑹　社外役員等に関する事項
①　社外役員の重要な兼職の状況等

区 分 氏 名 兼 職 先 法 人 名 兼 職 の 内 容 当 社 と の 関 係

社 外 取 締 役 佐 野 　 裕 株 式 会 社 思 文 閣 専 務 取 締 役 特別な関係はございません

社 外 取 締 役 中桐 万里子
株 式 会 社 W O W  H o l d i n g s
公 益 社 団 法 人 大 日 本 報 徳 社
学 校 法 人 報 徳 学 園

社 外 取 締 役
参 事
理 事

特別な関係はございません
特別な関係はございません
特別な関係はございません

社 外 監 査 役 五 島 　 洋
弁 護 士 法 人 飛 翔 法 律 事 務 所
株 式 会 社 ケ シ オ ン
株 式 会 社 レ イ ア パ ー ト ナ ー ズ

代 表 社 員
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役

特別な関係はございません
特別な関係はございません
特別な関係はございません

社 外 監 査 役 渡 部 靖 彦
ひ び き 監 査 法 人
株 式 会 社 エ ム ケ イ シ ス テ ム
学 校 法 人 立 命 館

代 表 社 員
社 外 監 査 役
監 事

特別な関係はございません
特別な関係はございません
特別な関係はございません

②　社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

社 外 取 締 役 佐 野 　 裕

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回に出席いたしました。必
要に応じ、主に経営コンサルタントとして企業経営の専門的見地から意見を
述べ、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を
行っております。また、コンプライアンス委員会、経営会議等にも出席し、
必要な助言を行うとともに、進捗状況等のモニタリングを行っております。

社 外 取 締 役 中桐 万里子

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回に出席いたしました。必
要に応じ、主に大学教員としての専門的見地からコンプライアンスや企業倫
理に関する意見を述べ、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの助言・提言を行っております。また、コンプライアンス委員会にも出席
し、人材育成やＣＳＲ活動、女性活躍、女性の就業環境などについて助言を
行っております。
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区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

社 外 監 査 役 五 島 　 洋

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査役会14回のうち14
回に出席いたしました。必要に応じ、主に弁護士として企業法務の専門的見
地から意見を述べ、取締役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための助言・提言を行っております。

社 外 監 査 役 渡 部 靖 彦

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査役会14回のうち14
回に出席いたしました。必要に応じ、主に公認会計士として財務会計の専門
的見地から意見を述べ、取締役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための助言・提言を行っております。
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５．会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の名称
　太陽有限責任監査法人

⑵　会計監査人の報酬等の額
区 分 支 払 額

①　当社が支払うべき報酬等の合計額 25百万円

②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 25百万円

（注１）当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記①の金
額はこれらの合計額を記載しております。

（注２）当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監
査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査
時間及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会計法第399条第１項の同意を行
っております。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任の議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査
役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告
いたします。
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連　結　貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
完 成 工 事 未 収 入 金
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
商 品
原 材 料
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

17,861,465
3,182,857
1,297,178
1,852,655
1,601,617
5,883,117
1,200,000

423,602
1,760,509

17,890
645,324
△3,288

8,694,413
4,545,507
1,102,976

185,228
34,014

3,211,906
10,758

621
89,231
76,741
12,490

4,059,675
3,579,889

232,675
10,389

254,414
△17,694

流 動 負 債 7,913,431
支 払 手 形 450,328
電 子 記 録 債 務 2,745,302
買 掛 金 1,036,476
工 事 未 払 金 1,383,225
短 期 借 入 金 175,000
１年以内に返済予定の長期借入金 315,000
リ ー ス 債 務 4,124
未 払 法 人 税 等 809,676
未成工事受入金及び前受金 246,752
賞 与 引 当 金 132,406
そ の 他 615,137

固 定 負 債 533,630
長 期 借 入 金 100,000
リ ー ス 債 務 7,594
繰 延 税 金 負 債 372,590
資 産 除 去 債 務 42,945
そ の 他 10,500
負 債 合 計 8,447,062

純 資 産 の 部
株 主 資 本 17,116,846

資 本 金 565,295
資 本 剰 余 金 377,087
利 益 剰 余 金 16,200,001
自 己 株 式 △25,537

その他の包括利益累計額 979,043
その他有価証券評価差額金 895,745
為 替 換 算 調 整 勘 定 15,256
退職給付に係る調整累計額 68,041

非 支 配 株 主 持 分 12,926
純 資 産 合 計 18,108,816

資 産 合 計 26,555,879 負 債 純 資 産 合 計 26,555,879
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連　結　損　益　計　算　書
( 2020年 4 月 1 日から

2021年 3 月31日まで )
（単位：千円）

科        目 金        額
売 上 高

商 品 売 上 高 10,293,743
完 成 工 事 高 17,504,701 27,798,445

売 上 原 価
商 品 売 上 原 価 7,410,937
完 成 工 事 原 価 12,253,621 19,664,559

売 上 総 利 益
商 品 売 上 総 利 益 2,882,806
完 成 工 事 総 利 益 5,251,079 8,133,886

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,836,815
営 業 利 益 3,297,070
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 54,618
受 取 賃 貸 料 41,507
技 術 提 供 収 入 812
そ の 他 20,329 117,267

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6,766
そ の 他 11,576 18,343

経 常 利 益 3,395,995
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,253
投 資 有 価 証 券 売 却 益 11,050 13,304

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
投 資 有 価 証 券 売 却 損 8,434
投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,548 15,982

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,393,317
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,058,100
法 人 税 等 調 整 額 △1,669 1,056,430
当 期 純 利 益 2,336,886
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 30,169
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,306,716
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
完 成 工 事 未 収 入 金
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
商 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
差 入 保 証 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

16,162,889
2,671,491
1,196,056
1,638,797
1,552,272
5,597,434

600,000
415,573

1,824,995
71,926

559,174
38,337

△3,171
8,732,242
4,521,898
1,087,189

15,365
163,649

0
32,667

3,211,906
10,758

361
89,231
76,741
12,490

4,121,112
3,579,889

107,487
65,000

106,225
132,723
147,480

△17,694

流 動 負 債 7,414,432
支 払 手 形 385,457
電 子 記 録 債 務 2,609,808
買 掛 金 1,018,703
工 事 未 払 金 1,244,052
短 期 借 入 金 175,000
1年 以 内 に 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 315,000
リ ー ス 債 務 4,124
未 払 金 266,236
未 払 費 用 46,936
未 払 法 人 税 等 726,741
未 成 工 事 受 入 金 225,169
賞 与 引 当 金 123,380
そ の 他 273,821

固 定 負 債 505,412
長 期 借 入 金 100,000
リ ー ス 債 務 7,594
繰 延 税 金 負 債 344,372
資 産 除 去 債 務 42,945
そ の 他 10,500
負 債 合 計 7,919,844

純 資 産 の 部
株 主 資 本 16,079,541

資 本 金 565,295
資 本 剰 余 金 376,857
資 本 準 備 金 376,857

利 益 剰 余 金 15,162,927
利 益 準 備 金 141,323
そ の 他 利 益 剰 余 金 15,021,603

別 途 積 立 金 4,223,000
繰 越 利 益 剰 余 金 10,798,603

自 己 株 式 △25,537
評 価 ・ 換 算 差 額 等 895,745

その他有価証券評価差額金 895,745
純 資 産 合 計 16,975,287

資 産 合 計 24,895,132 負 債 純 資 産 合 計 24,895,132
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損　益　計　算　書
( 2020年 4 月 1 日から

2021年 3 月31日まで )
（単位：千円）

科         目 金          額
売 上 高

商 品 売 上 高 9,942,692
完 成 工 事 高 16,249,142 26,191,835

売 上 原 価
商 品 売 上 原 価 7,210,475
完 成 工 事 原 価 11,425,459 18,635,934

売 上 総 利 益
商 品 売 上 総 利 益 2,732,217
完 成 工 事 総 利 益 4,823,683 7,555,900

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,586,424
営 業 利 益 2,969,475
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 54,598
受 取 賃 貸 料 47,747
技 術 提 供 収 入 812
そ の 他 32,951 136,109

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6,766
そ の 他 10,880 17,647

経 常 利 益 3,087,937
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,253
投 資 有 価 証 券 売 却 益 11,050 13,304

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
投 資 有 価 証 券 売 却 損 8,434
投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,548 15,982

税 引 前 当 期 純 利 益 3,085,259
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 956,663
法 人 税 等 調 整 額 △365 956,297
当 期 純 利 益 2,128,961
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年５月11日
株式会社ケー・エフ・シー

取締役会　御中
太陽有限責任監査法人　大阪事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柳　　　承　煥 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 沖　　　　　聡 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ケー・エフ・シーの2020年４月１日か
ら2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社ケー・エフ・シー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記
事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結
計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年５月11日
株式会社ケー・エフ・シー

取締役会　御中
太陽有限責任監査法人　大阪事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柳　　　承　煥 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 沖　　　　　聡 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ケー・エフ・シーの2020年４月
１日から2021年３月31日までの第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が
適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第57期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

 

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

 

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。

 

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人より「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

 

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

 

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

 

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人　太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人　太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月13日
株式会社ケー・エフ・シー　監査役会

常勤監査役 米 田 元 彦 ㊞
社外監査役 五 島 　 洋 ㊞
社外監査役 渡 部 靖 彦 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　期末配当につきましては、業績、今後の見通しを勘案するとともに、企業体質の強化と将来
の事業展開のための内部留保にも配慮し行うこととしております。
　当事業年度の期末配当は、普通配当を前期と比べ10円増配し、１株につき80円とさせてい
ただきたく存じます。

期末配当に関する事項
(1)　配当財産の種類
　　 金銭といたします。
(2)　株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額
　　 当社普通株式1株につき金80円
　　 配当総額　588,763,040円
(3)　剰余金の配当が効力を生じる日
　　 2021年６月21日

－ 32 －
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第２号議案　取締役９名選任の件
　取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、社外取締役２名を含む、取締役９名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 　 号 氏　名 現在の当社における地位、担当

1 た か

髙
だ

田
 

　
しゅん

俊
た

太
代表取締役社長（兼）執行役員社長

営 業 管 掌
再 任

2 ほ り

堀
ぐ ち

口
 

　
や す

康
ろ う

郎
常務取締役（兼）常務執行役員
コンプライアンス委員会委員長
管理管掌（兼）経理・財務担当

（兼）経営企画部長

再 任

3 は

羽
ば

馬
 

　
 

　
とおる

徹
常務取締役（兼）常務執行役員

技 術 部 長
再 任

4 お お

大
ひ ら

平
 

　
や す

康
し

史
取締役（兼）執行役員
ファスナー事業部長

再 任

5 い し

石
は ら

原
 

　
 

　
じゅん

淳
取締役（兼）執行役員

土木資材事業部長
再 任

6 い な

稲
ば

葉
 

　
 

　
あきら

朗
取締役（兼）執行役員

総 務 部 長
再 任

7 い し

石
だ

田
 

　
ひ ろ

裕
む ね

宗
取締役（兼）執行役員

建設事業部長
再 任

8 さ

佐
の

野
 

　
 

　
ひろし

裕 社 外 取 締 役 再 任 独 立

9 な か

中
ぎ り

桐
 

　
ま

万
り

里
こ

子 社 外 取 締 役 再 任 独 立
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
再 任

たか
髙

だ
田

しゅん
俊

た
太

（1968年 2 月10日生）

1992年 ８月 当社入社

396,300株

2004年 ４月 当社営業統括部東京支店
建設部副部長

2005年 ４月 当社営業推進部長
2005年 ６月 当社取締役（兼）執行役員

営業推進部長
2007年 ４月 当社取締役（兼）執行役員

営業企画推進部長
2011年 ６月 当社代表取締役副社長

（兼）執行役員副社長
営業企画推進部長

2012

2019

年

年

４

４

月

月

当社代表取締役社長
（兼）執行役員社長
当社代表取締役社長
（兼）執行役員社長　営業管掌

（現在に至る）
（取締役候補者とした理由）
　同氏は、2005年６月の取締役就任以来、経営の全般に携わり、豊富な経験と幅広い見識
を有しております。代表取締役社長としてのリーダーシップと実績を踏まえ、当社グループ
の企業価値向上のために適切な人物と判断し、引き続き取締役候補者として選任をお願いす
るものであります。
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取締役選任議案



候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

２
再 任

ほり
堀

ぐち
口

やす
康

ろう
郎

（1962年10月24日生）

1987年 ４月 当社入社

13,900株

2003年 ４月 当社管理統括部経理部長
2008年 ４月 当社執行役員経理部長
2011年11月 当社執行役員管理統括部

副統括部長（兼）経理部長
2012年 ４月 当社執行役員経理部長
2012年 ６月 当社取締役（兼）執行役員経理部長
2013年 ４月 当社取締役（兼）執行役員

経理部長（兼）経営企画室長
2016年 ４月 当社常務取締役（兼）常務執行役員

経理部長（兼）経営企画室長
2017

2019

2021

年

年

年

４

４

４

月

月

月

当社常務取締役（兼）常務執行役員
経理・財務担当　経営企画室長
当社常務取締役（兼）常務執行役員
コンプライアンス委員会委員長
管理管掌（兼）経理・財務担当
（兼）経営企画室長
当社常務取締役（兼）常務執行役員
コンプライアンス委員会委員長
管理管掌（兼）経理・財務担当
（兼）経営企画部長

（現在に至る）
（取締役候補者とした理由）
　同氏は、長年にわたり経理部長や経営企画室長などの要職を歴任し、2012年６月より取
締役、2016年４月より常務取締役を務めております。管理部門における豊富な経験と財務
体質改善を行うなどの実績を有しており、当社グループの企業価値向上のために適切な人物
と判断し、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

３
再 任

は
羽

ば
馬

 
　

とおる
徹

（1958年 1 月11日生）

1980年 ３月 当社入社

11,800株

2002年 ４月 当社技術部副部長
2007年 ４月 当社技術部長
2008年 ４月 当社執行役員技術部長
2011
2018

年
年

６
４

月
月

当社取締役（兼）執行役員技術部長
当社常務取締役（兼）常務執行役員
技術部長

（現在に至る）
（取締役候補者とした理由）
　同氏は、長年にわたり技術分野での実務経験を重ねた後、技術部門の長として技術開発全
般を管掌し、2011年６月より取締役、2018年４月より常務取締役を務めております。技術
分野における豊富な経験と広範かつ高度な専門的知識を有しており、当社グループの企業価
値向上のために適切な人物と判断し、引き続き取締役候補者として選任をお願いするもので
あります。

４
再 任

おお
大

ひら
平

やす
康

し
史

（1964年 8 月30日生）

1989
2007

年
年

１
４

月
月

当社入社
当社ファスナー事業部名古屋ファスナー部長

6,200株
2012年 ４月 当社ファスナー事業部部長
2013年 ４月 当社執行役員ファスナー事業部副事業部長
2014年 ４月 当社執行役員ファスナー事業部長
2016年 ６月 当社取締役（兼）執行役員ファスナー事業部長

（現在に至る）
（取締役候補者とした理由）
　同氏は長年にわたりファスナー事業分野での実務経験を重ねた後、ファスナー事業部の要
職を歴任し、2016年６月より取締役を務めております。ファスナー事業分野における豊富
な経験と専門的知識を有しており、当社グループの企業価値向上のために適切な人物と判断
し、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

５
再 任

いし
石

はら
原

 
　

じゅん
淳

（1961年 6 月20 日生）

1984年 ３月 当社入社

7,800株

2009年 ４月 当社土木資材事業部東京土木営業部部長
2010年 ４月 当社土木資材事業部東京土木営業部長
2011年 ４月 当社執行役員土木資材事業部東京土木営業部長
2014年 ５月 唐山日翔建材科技有限公司執行董事（現任）
2018年 ４月 当社執行役員土木資材事業部副事業部長

（兼）東京土木営業部長
2020年 ４月 当社執行役員土木資材事業部長

（兼）東京土木営業部長
2020年 ６月 当社取締役（兼）執行役員

土木資材事業部長（兼）東京土木営業部長
2021年 ４月 当社取締役（兼）執行役員

土木資材事業部長
（現在に至る）

（取締役候補者とした理由）
　同氏は、長年にわたり土木資材事業分野での実務経験を重ねた後、土木資材事業部の要職を経
て、2011年４月より執行役員、2020年６月より取締役を務めております。土木資材事業分野に
おける豊富な経験と専門的知識を有しており、当社グループの企業価値向上のために適切な人物
と判断し、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

６
再 任

い な

稲
ば

葉
 

　
あきら

朗
（1964年 6 月28 日生）

1991年12月 当社入社

2,000株

2010年 ４月 当社販売管理部副部長
2011年11月 当社総務部副部長
2012
2013
2017
2020

年
年
年
年

６
４
４
６

月
月
月
月

当社総務部部長
当社総務部長
当社執行役員総務部長
当社取締役（兼）執行役員総務部長

（現在に至る）
（取締役候補者とした理由）
　同氏は、長年にわたり管理部門での実務経験を重ねた後に総務部長を務め、2017年４月より
執行役員、2020年６月より取締役として当社の総務部門を統括して参りました。管理部門での
豊富な実務経験を有しており、当社グループの企業価値向上のために適切な人物と判断し、引き
続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

７
再 任

い し

石
だ

田
ひ ろ

裕
む ね

宗
（1969年 2 月18 日生）

1992年 ３月 当社入社

12,200株

2008年 ４月 当社建設事業部建設営業一部長
2013

2014
2020
2020

年

年
年
年

４

４
４
６

月

月
月
月

当社建設事業部副事業部長
（兼）東京建設部長
当社建設事業部副事業部長
当社建設事業部長
当社取締役（兼）執行役員建設事業部長

（現在に至る）
（取締役候補者とした理由）
　同氏は、長年にわたり建設事業分野での実務経験を重ねた後、建設事業部の要職を務め、2020
年４月には建設事業部長に就任し、2020年６月より取締役を務めております。建設事業分野に
おける豊富な経験と専門的知識を有しており、当社グループの企業価値向上のために適切な人物
と判断し、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

８
再 任

独 立

さ
佐

の
野

 
　

ひろし
裕

（1950年 3 月 5 日生）

1973年 ４月 株式会社 住友銀行

0株

（現 株式会社三井住友銀行）入行
1998年 ４月 同行 神戸支店長
1999年 ４月 同行 京都法人第一部長
2001年 ６月 株式会社ドウシシャ代表取締役専務
2002年 ４月 同社 代表取締役副社長
2006年 ４月 佐野裕経営コンサルタント事務所開設（現任）
2009年 ７月 株式会社思文閣専務取締役（現任）
2014年 ４月 株式会社もしも社外取締役
2015年 ６月 当社社外取締役

（現在に至る）
（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
　同氏は、長年にわたり大手都市銀行に勤務後、上場企業（卸売業）における会社経営者及
び経営コンサルタントとして豊富な経験と幅広い見識を有し、専門的・客観的な見地から適
切なアドバイスを当社の経営に反映していただけるものと判断して、引き続き社外取締役候
補者として選任をお願いするものであります。なお、経歴からも一般株主と利益相反が生じ
るおそれはないと判断し、引き続き独立役員として指定する予定です。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

９
再 任

独 立

なか
中

 
　

ぎり
桐

 
　

ま
万

り
里

こ
子

（1974年12 月 2日生）

2002年 ４月 京都保健衛生専門学校講師

0株

滋賀県済生会看護専門学校講師
2007年 ４月 親子をつなぐ学びのスペースリレイト代表（現

任）
2007年 ９月 聖和大学・聖和大学短期大学部講師
2008年 ４月 聖和大学専任講師
2009年 ４月 関西学院大学講師
2009年11月 京都大学大学院教育学研究科特別研究員
2011年 ４月 二宮金次郎基金名誉顧問（現任）
2016年10月 公益社団法人大日本報徳社参事（現任）
2017年 ６月 当社社外取締役
2019年 ７月 株式会社ふくおかホールディングス（現株式会

社WOW Holdings）社外取締役（現任）
2020年10月 学校法人報徳学園理事（現任）

（現在に至る）
（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
　同氏は、長年にわたり大学教育に携わる一方、全国各地で講演会や企業研修の講師を務
め、女性の働く環境についての提言と実践を行っており、当社のＣＳＲ活動や女性の就業環
境整備などについて、客観的見地から適切なアドバイスを当社の経営に反映していただける
ものと判断して、引き続き社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。な
お、同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、上
記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。ま
た、経歴からも一般株主と利益相反が生じるおそれはないと判断し、引き続き独立役員とし
て指定する予定です。

　（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．佐野 裕氏及び中桐 万里子氏は社外取締役候補者であります。
３．佐野 裕氏及び中桐 万里子氏は現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期

間は、本総会終結の時をもって佐野 裕氏が６年、中桐 万里子氏が４年となります。
４．当社は佐野 裕氏及び中桐 万里子氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、両氏の再任が承認された場合に
は、当該契約を継続する予定であります。
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５．当社は、当社及び国内子会社の取締役及び監査役、執行役員及び管理職従業員を被保険者として、
役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しており、各取締役候補者の選任が承認された場合、
引き続き被保険者となります。保険料は全額会社が負担しており、被保険者がその職務の執行に関し
責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害につ
いて、填補する内容であります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った場合等、一定
の免責事由があります。
　また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

６．当社は佐野 裕氏及び中桐 万里子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取
引所に届け出ております。なお、両氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定で
あります。

７．中桐 万里子氏の戸籍上の氏名は、皆籐 万里子であります。

－ 40 －

取締役選任議案



第３号議案　監査役３名選任の件
　監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、社外監査役２名を含む、監査役３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 　 号 氏　名 現在の当社における地位

1 や ま

山
ぐ ち

口　
よ し

義
ひ ろ

弘 東 京 管 理 部 長 新 任

2 ご

五
し ま

島　　
ひろし

洋 社 外 監 査 役 再 任 独 立

3 わ た

渡
な べ

部　
や す

靖
ひ こ

彦 社 外 監 査 役 再 任 独 立
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
新 任

や ま

山
ぐ ち

口 　
よ し

義
ひ ろ

弘
（1960年 6月29日生）

1984年 ３月 当社入社

0株

2004年 ４月 当社購買部副部長
2005年 ８月 当社東京管理部長
2008年 ４月 アールシーアイ・セキジュ株式会社

（現アールシーアイ株式会社）管理部長
2010年 ４月 当社総務部部長
2012年 ４月 当社東京管理部長

（現在に至る）
（監査役候補者とした理由）
　同氏は、長年にわたり営業部門及び管理部門での幅広い実務経験を重ねた後に東京管理部
長を務め、事務部門の要衝における責任者として業務を統括してまいりました。また、子会
社であるアールシーアイ・セキジュ株式会社（現アールシーアイ株式会社）の管理部長とし
て企業管理を全般的に管掌し、その幅広い実務経験を活かして子会社運営の中枢を担ってま
いりました。また、東京管理部長在職時においては、当社の品質マネジメントシステム
（ISO9001）の責任者を務めたことから、企業運営の実務に加えてガバナンスにも精通して
おり、子会社を含む当社業務のすべてにおいて培われた高度な知識と経験は、当社監査役と
しての業務に活かすことができるものと判断し、新たに監査役として選任をお願いするもの
であります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

２
再 任

ご

五
し ま

島 　 　
ひろし

洋
（1971年 6月 8日生）

1998年 ４月 弁護士登録

0株

飛翔法律事務所（現弁護士法人飛翔法律
事務所）代表社員（現任）

2009年 ６月 当社監査役
株式会社ケシオン監査役（現任）
株式会社レイアパートナーズ監査役

（現在に至る）
（社外監査役候補者とした理由）
　同氏は、企業法務におけるコンプライアンスの分野を専門とする弁護士であることから、
同氏の有する高い専門的な知見により、社外監査役として経営の監視や適切な助言その他の
職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。また、当社社外監査役としてそ
の職責を適切に果たされておりますので、社外監査役として適任と判断いたしました。な
お、同氏は会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、引き続き社外監
査役として、その職務を適正に遂行できると判断しております。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

３
再 任

わ た

渡
な べ

部 　
や す

靖
ひ こ

彦
（1952年 7月25日生）

1975年12月 監査法人中央会計事務所大阪事務所入所

0株

1982年 ８月 公認会計士登録
2008年 ７月 監査法人浩陽会計社代表社員
2011年 ６月 ペガサス監査法人（現ひびき監査法人）

代表社員（現任）
2013年 ６月 当社監査役
2015年 ６月 株式会社エムケイシステム監査役（現任）
2015年 ７月 学校法人立命館監事（現任）

（現在に至る）
（社外監査役候補者とした理由）
　同氏は、公認会計士として培われた専門的な知識・経験を有しており、同氏の有する高い
専門的な知見により、社外監査役として経営の監視や適切な助言その他の職務を適切に遂行
していただけるものと判断しております。また、当社社外監査役としてその職責を適切に果
たされておりますので、社外監査役として適任と判断いたしました。なお、同氏は会社経営
に関与された経験はありませんが、上記の理由により、引き続き社外監査役として、その職
務を適正に遂行できると判断しております。
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（注）　１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．五島 洋、渡部 靖彦の両氏は、社外監査役候補者であります。
３．五島 洋氏の監査役就任期間は、本総会終結の時をもって12年、渡部 靖彦氏の監査役就任期間は、

本総会終結の時をもって８年となります。
４．当社は五島 洋、渡部 靖彦の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、両氏の再任が承認された場合に
は、当該契約を継続する予定であります。

５．山口 義弘氏が監査役に選任された場合、当社は同氏との間で、当社定款及び会社法第427条第１項
の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額として
おります。

６．当社は、当社及び国内子会社の取締役及び監査役、執行役員及び管理職従業員を被保険者として、
役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しており、各監査役候補者の選任が承認された場合、
引き続き被保険者となります。保険料は全額会社が負担しており、被保険者がその職務の執行に関し
責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害につ
いて、填補する内容であります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った場合等、一定
の免責事由があります。
　また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

７．五島 洋氏、渡部 靖彦氏は、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。なお、両氏の再
任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

以 上
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株主総会会場ご案内図
会　場：大阪市北区西天満３丁目２番17号

当社大阪本店ビル５階会議室
ＴＥＬ　（06）6363-4188

北浜駅

南森町駅
大阪天満宮駅

なにわ橋駅
京阪中之島線

地下
鉄堺
筋線

大阪証券取引所ビル

大阪天満宮

天満警察署
天神橋北交番

土佐堀川

大川

大阪市中央公会堂 大阪JAビル

至
　
天
神
橋
筋
六
丁
目

ファミリーマート

株式会社
ケー・エフ・シー

大阪高等裁判所

1

株式会社
ケー・エフ・シー

ENEOS

堺筋

［ Ｊ Ｒ 西 日 本 ］ 東西線大阪天満宮駅より徒歩８分
［ 大 阪 地 下 鉄 ］ 谷町線南森町駅より徒歩８分

堺筋線北浜駅より徒歩５分
［ 京 阪 電 鉄 ］ 京阪本線北浜駅より徒歩５分

中之島線なにわ橋駅より徒歩３分

地図


